
【様式第1号】

自治体名：安堵町

会計：全体会計 （単位：千円）

科目名 金額 科目名 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 13,170,827   固定負債 5,891,664

    有形固定資産 12,768,565     地方債等 5,010,887

      事業用資産 6,693,302     長期未払金 -

        土地 3,544,097     退職手当引当金 280,570

        土地減損損失累計額 -     損失補償等引当金 -

        立木竹 -     その他 600,207

        立木竹減損損失累計額 -   流動負債 897,571

        建物 8,170,683     １年内償還予定地方債等 501,305

        建物減価償却累計額 -5,119,125     未払金 11,413

        建物減損損失累計額 -     未払費用 -

        工作物 43,098     前受金 5

        工作物減価償却累計額 -17,337     前受収益 -

        工作物減損損失累計額 -     賞与等引当金 57,835

        船舶 -     預り金 5,155

        船舶減価償却累計額 -     その他 321,858

        船舶減損損失累計額 - 負債合計 6,789,235

        浮標等 - 【純資産の部】

        浮標等減価償却累計額 -   固定資産等形成分 14,380,986

        浮標等減損損失累計額 -   余剰分（不足分） -6,560,674

        航空機 -   他団体出資等分 -

        航空機減価償却累計額 -

        航空機減損損失累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 71,886

      インフラ資産 5,775,221

        土地 79,368

        土地減損損失累計額 -

        建物 111,515

        建物減価償却累計額 -69,103

        建物減損損失累計額 -

        工作物 8,341,776

        工作物減価償却累計額 -2,689,487

        工作物減損損失累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 1,150

      物品 838,384

      物品減価償却累計額 -538,341

      物品減損損失累計額 -

    無形固定資産 8,306

      ソフトウェア 8,306

      その他 -

    投資その他の資産 393,955

      投資及び出資金 10,715

        有価証券 410

        出資金 6,030

        その他 4,275

      長期延滞債権 112,017

      長期貸付金 48,555

      基金 247,068

        減債基金 221

        その他 246,847

      その他 27,000

      徴収不能引当金 -51,400

  流動資産 1,438,721

    現金預金 190,462

    未収金 50,232

    短期貸付金 853

    基金 1,209,306

      財政調整基金 724,851

      減債基金 484,455

    棚卸資産 487

    その他 -

    徴収不能引当金 -12,619

  繰延資産 - 純資産合計 7,820,312

資産合計 14,609,547 負債及び純資産合計 14,609,547

連結貸借対照表
（平成31年3月31日現在）



【様式第2号】

自治体名：安堵町

会計：全体会計 （単位：千円）

    資産売却益 -

    その他 -

純行政コスト 4,401,485

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 -

  臨時利益 -

  臨時損失 -

    災害復旧事業費 -

    資産除売却損 -

    使用料及び手数料 281,168

    その他 67,521

純経常行政コスト 4,401,485

      社会保障給付 252,827

      その他 139,204

  経常収益 348,689

        その他 112,209

    移転費用 2,328,665

      補助金等 1,936,634

      その他の業務費用 184,860

        支払利息 69,944

        徴収不能引当金繰入額 2,707

        維持補修費 199,498

        減価償却費 371,929

        その他 -

        その他 70,663

      物件費等 1,447,772

        物件費 876,345

        職員給与費 658,120

        賞与等引当金繰入額 57,134

        退職手当引当金繰入額 2,959

  経常費用 4,750,174

    業務費用 2,421,509

      人件費 788,876

連結行政コスト計算書
自　平成30年4月1日
至　平成31年3月31日

科目名 金額



【様式第3号】

自治体名：安堵町

会計：全体会計 （単位：千円）

科目名 合計 固定資産等形成分 余剰分(不足分) 他団体出資等分

前年度末純資産残高 8,069,252 14,543,854 -6,474,602 -

  純行政コスト（△） -4,401,485 -4,401,485 -

  財源 4,152,544 4,152,544 -

    税収等 2,885,335 2,885,335 -

    国県等補助金 1,267,210 1,267,210 -

  本年度差額 -248,940 -248,940 -

  固定資産等の変動（内部変動） 0 -162,868 162,868

    有形固定資産等の増加 0 468,027 -468,027

    有形固定資産等の減少 0 -373,079 373,079

    貸付金・基金等の増加 0 77,878 -77,878

    貸付金・基金等の減少 0 -335,694 335,694

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 - -

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 - - - -

  その他 - - -

  本年度純資産変動額 -248,940 -162,868 -86,072 -

本年度末純資産残高 7,820,312 14,380,986 -6,560,674 -

連結純資産変動計算書
自　平成30年4月1日
至　平成31年3月31日



【様式第4号】

自治体名：安堵町

会計：全体会計 （単位：千円）

前年度末歳計外現金残高 -

本年度歳計外現金増減額 -

本年度末歳計外現金残高 -

本年度末現金預金残高 190,462

財務活動収支 173,155

本年度資金収支額 25,358

前年度末資金残高 165,103

比例連結割合変更に伴う差額 -

本年度末資金残高 190,462

    地方債等償還支出 463,713

    その他の支出 -

  財務活動収入 636,867

    地方債等発行収入 546,817

    その他の収入 90,050

    資産売却収入 -

    その他の収入 -

投資活動収支 -131,474

【財務活動収支】

  財務活動支出 463,713

    その他の支出 -

  投資活動収入 344,940

    国県等補助金収入 86,940

    基金取崩収入 258,000

    貸付金元金回収収入 -

  投資活動支出 476,414

    公共施設等整備費支出 466,877

    基金積立金支出 9,537

    投資及び出資金支出 -

    貸付金支出 -

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 -

  臨時収入 980

業務活動収支 -16,322

【投資活動収支】

    税収等収入 2,870,437

    国県等補助金収入 1,196,007

    使用料及び手数料収入 276,791

    その他の収入 68,240

  臨時支出 -

    移転費用支出 2,328,665

      補助金等支出 1,936,634

      社会保障給付支出 252,827

      その他の支出 139,204

  業務収入 4,411,475

    業務費用支出 2,100,112

      人件費支出 851,529

      物件費等支出 1,067,605

      支払利息支出 69,944

      その他の支出 111,033

連結資金収支計算書
自　平成30年4月1日
至　平成31年3月31日

科目名 金額

【業務活動収支】

  業務支出 4,428,776



１　重要な会計方針

（１）有形固定資産等の評価基準及び評価方法

　①有形固定資産・・・・・・・・・・・・・取得原価

　　ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。

　　取得原価が判明しているもの・・・・・・取得原価

　　取得原価が不明なもの・・・・・・・・・再調達原価

　　　ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。

　②無形固定資産・・・・・・・・・・・・・取得原価

　　ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。

　　取得原価が判明しているもの・・・・・・取得原価

　　取得原価が不明なもの・・・・・・・・・再調達原価

　　　ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。

（２）有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法

　①子会社・関連会社株式・・・・・・・・・取得原価

　　ただし、実質価額の低下割合が３０％以上である場合、強制評価減を行っています。

　②その他有価証券

　　ア　市場価格のあるもの・・・・・・・・会計年度末における市場価格

　　イ　市場価格のないもの・・・・・・・・取得原価（又は償却原価法）

　　ただし、時価又は実質価額の低下割合が３０％以上である場合、強制評価減を行っています。

　③出資金・・・・・・・・・・・・・・・・出資金額

　　ただし、実質価額の低下割合が３０％以上である場合、強制評価減を行っています。

（３）棚卸資産の評価基準及び評価方法

個別法による原価法

（４）有形固定資産等の減価償却の方法

　①有形固定資産・・・・・・・・・・・・・定額法

　　なお、主な耐用年数は次のとおりです。

　　　　建物　　　　　　８年から５０年

　　　　工作物　　　　１０年から７５年

　　　　物品　　　　　　３年から１５年

　②無形固定資産・・・・・・・・・・・・・定額法

　　　　ソフトウェア　　５年

（５）引当金の計上基準及び算定方法

　①投資損失引当金

　②徴収不能引当金

　未収金及び長期延滞債権については、過去５年間の平均不能欠損率により徴収不能見込額を計上しています。

　③賞与等引当金

　④退職手当引当金

（６）リース取引の処理方法

①ファイナンス・リース取引

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

イ　ア以外のファイナンス・リース取引

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

②オペレーティング・リース取引

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

（７）連結資金収支計算書における資金の範囲

現金及び現金同等物

なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んでいます。

（８）消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式によっています。

　ただし、一部の連結対象団体（会計）については、税抜方式によっています。

２　重要な会計方針の変更等

（１）会計方針の変更

特にありません。

３　重要な後発事象

特にありません。

４　偶発債務

　特にありません。

５　追加情報

財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項

①全体会計財務書類の対象範囲は、次のとおりです。

一般会計

国民健康保険特別会計

住宅新築資金等貸付特別会計

下水道事業特別会計

注　記

　市場価格のない投資及び出資金のうち、連結対象団体（会計）に対するものについて、実質価額が著しく低下した場合における実質価額と取得価額との差額を計上していま
す。

　翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。

　奈良県市町村総合事務組合への加入時以降の負担金の累計額から既に職員に対し退職手当として支給された額の総額を控除した額に、奈良県市町村総合事務組合における積立
金額の運用益のうち安堵町へ案分される額を加算した額を控除した額を計上しています。

ア　所有権移転ファイナンス・リース取引（原則、リース期間が１年以内のリース取引及びリース料総額が３００万円以下のファイナンス・リース取引を除く。）



介護保険特別会計（保険事業勘定）

後期高齢者医療特別会計

水道事業特別会計

③千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。

④売却可能資産は、計上していません。

②地方自治法第２３５条の５に基づく出納整理期間を設けられている団体（会計）においては、出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって、会計年度末
の計数としています。

　なお、出納整理期間を設けていない団体（会計）と出納整理期間を設けている団体（会計）との間で、出納整理期間に現金の受払い等があった場合は、現金の受払い等が終了
したものとして調整しています。


